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地域の異業種連携でアプリを開発し
飲食デリバリーサービス提供
オリエント交通株式会社

■経営課題・解決の方向性

●所在地　山口県　●従業員数：40人　　●資本金：1000万円
●事業内容：一般乗用タクシー及びリフト付（寝台車兼用）福祉タクシーの運行
http://orienttaxi.co.jp/

●所在地　山口県　　●従業員数：100人　　●資本金：7500万円
●事業内容：半導体製造装置関連部品製造、航空宇宙関連部品製造、各種精密機械部品製造
http://www.hibikiseiki.com/

（当初の課題）
新型コロナウイルス感染症の影響で、人の移動が減少し売上が大幅に落ち込んだため、新たなビジネス展
開が急務であった。

（解決の方向性）
コロナの影響で需要が落ちている飲食店と共同で、飲食店の料理の注文ができるアプリを開発し、市内各
地へ届けるサービス開始した。

■取組の具体的効果
（効果）
　・市内の複数店舗が登録できるモール形式を採用し、複数の店にまたがって注文できるアプリを開発した。
　　店舗の営業時間、開店情報、メニュー等の最新情報の提供、配達日・時間の指定、配達料金の自動計算な
ど利用者にとって便利な機能を備えた。出前業務スタッフの確保が不要で売上につながるため、加盟店舗
が増加している。（スタート時４店舗→11 店舗と拡大中）

　・利用者からは複数の飲食店のメニューが自宅で楽しめると好評価を得ている。

（ビジネスモデル・今後の展開）
　・コロナ禍においても市場が拡大しているフードデリバリーに着目した。
　・土地勘があり迷わず届けることができる運転手、現金授受等の直接接触を避けることができるキャッシュ
レス決済と、既存のリソースを活用することで、スピーディにサービス化を実現できた。

　・県内他地域のタクシー会社へ展開を計画している。

■今後の課題

★取組成功のポイント 

（システム・取組み概要）

将来的には全国のローカルで利用されるデリバリーアプリ展開を目指す。

　・地域の業者が連携することで安心して利用できるフードデリバリーサービスを提供できたこと　

■経営課題解決に向けたデジタル技術活用の取組
（取組の体制）
　・４月の緊急事態宣言を受け、自社内でホームページ等環境を構築し、サービス開始。
　・山口県の補助金を活用し、８月末に地場ベンダーへ専用アプリ開発を委託し構築済み。
　・アプリ構築完了後も、自社にてサービス運用を行う。

（ベンダーの活用状況、役割分担）
　・地場ベンダーへ専用アプリ開発を委託
　・地場ベンダーにアプリの保守・管理を依頼

ＤＸ事例⑫サービス業◆企業顧客間接続型

コロナによるタクシー稼働減
自社によるデリバリーサービス検討・
国交省の規制緩和
デリバリーサイト公開、キャッシュレ
ス決済導入
アプリ開発開始 
専用アプリ公開、アプリによるフード
デリバリーサービス開始

（導入技術・データの活用方法）
デリバリー注文アプリを開発し、タクシー乗務員に
よるデリバリーサービスに参入

（セキュリティ対策）
　・セキュリティポリシー等策定中
　・セキュリティ教育も実施していく予定

（コスト）
投資規模 600 万円
内訳：アプリ開発費 500 万円 （補助金活用）
　　　　自社人件費　約 50 万円
　　　　広告宣伝費　約 50 万円

（取り組みの経過）
2020 年３月
2020 年４月

2020 年５月

2020 年７月
2020 年９月 
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社内人員配置の把握
最適配置

共同で業務管理
（見積・施工・完了報告）

業務請負会社10社

薬品・資材等物品
納入業者15社

機材・車両のリース・
レンタル業者５社

全国各地の
客先作業場所

（特許や資格情報、人員、車両、
機械設備、製品、取扱商品等） クラウド

経営資源データ

協力会社との総合力で新たな受注獲得

事業拠点
（東京・大阪・鹿児島）

本　　　社

協力会社も含め全国現場の人員と機材を
一元管理し売上拡大・利益向上
日進工業株式会社

■経営課題・解決の方向性

●所在地（本社）山口県（事業拠点）東京都　大阪府　鹿児島県　●従業員数：83人　　
●資本金：2050万円　　●事業内容：タンク・配管・機器クリーニング、ウォータージェット、検査・診断
https://www.nissink.co.jp/

●所在地　山口県　　●従業員数：100人　　●資本金：7500万円
●事業内容：半導体製造装置関連部品製造、航空宇宙関連部品製造、各種精密機械部品製造
http://www.hibikiseiki.com/

（当初の課題）
主力業務の産業用設備の洗浄は全国各地の客先での作業となるため、要員や機材・設備の効率的な割り振
りが難しい。お客様側からの声掛けにより、突発的に発生する施工案件が多く、資機材や車両の使用状況、
対応できる人員の確保ができず、受注機会を逃す場面や整合性に欠けた配置により多くのムダが発生して
いた。

（解決の方向性）
全国各地の客先で行う作業のリソースと進捗状況を一元管理できる業務管理システムを導入、Ｅラーニング
も活用することで、サービスの向上を図っている。

■取組の具体的効果
（効果）
　・業務管理システムの導入で、協力会社も含め、全国各地の客先で誰がどう働いたかがシステム上で相互に
確認でき、効率的に人員や機材・設備を割り振りできるようになった。

　・協力会社と業務管理システムを統合したことで、当社工事担当者は常に工事原価の把握ができるように　
なった。事務処理作業も双方大幅に効率化できた。

　・Ｅラーニングシステムを活用して、客先ごとに異なるルールや法律など必要な知識を習得する社内教育を
実施した。

　・必要な資料を出先でも参照できるようにした。また、協力会社の社員教育にも活用する。

（ＤＸ定着・継続運用の工夫）
　・これまで人員や設備、車両の都合がつかず失注していた仕事の受注に加え、タイムリーな経営資源のコン
トロールと、システム化により軽減された事務作業に相当する時間を営業活動や施工方法の検討に用いた。

　・今後は、今回の成果で得られた利益を運用し、連携企業社員を含む人材の育成と当社の特徴である作業の
機械化・自動化を更に推進し、現在受注している作業の前工程および後工程といった幅広い業務の一括受
注を目指す。

■今後の課題

★取組成功のポイント 

（システム・取組概要）

データ整備から分析・活用段階への移行など人材の有効活用を進めていく。

　・協力会社と経営資源（特許や資格情報、人員、車両、機械設備、製品、取扱商品等）を共有し、総合力
で新たな受注獲得を目指す取組を行っていること

　・協力会社も業務管理システムにアクセスできるようにすることで、全国各地の客先に効率的に人員や　
機材・設備を割り振りできるようにしたこと

■経営課題解決に向けたデジタル技術活用の取組
（取組の体制）
総務人事部：４名　業務部：１名　技術部：１名

（ベンダーの活用状況、役割分担）
　・システムの構築はベンダーを活用
　・文書による定義書と対面、WEB ミーティングを
活用し運用方法をベンダーと協議しながら開発を
行った。

ＤＸ事例⑬サービス業◆企業間接続型

経営計画におけるデジタル化方針明示
デジタル化導入計画作成
スマートフォン化、タブレット端末導入
ＪＯＢ管理システム導入
Ｅラーニングシステム開発
人員配置システム導入（ＩＴ補助金活用）
業務管理システム導入計画策定
業務管理システム導入　

（導入技術・データの活用方法）
協力企業等のリソースの見える化による受注・
施工の最適化

（セキュリティ対策）
　・ＵＴＭ（統合脅威管理）導入
　・各パソコンにセキュリティソフト導入

（コスト）
ものづくり補助金等活用

（取組の経過）
2013 年
2013 年　

2015 年
2016 年
2017 年
2019 年
2020 年
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効率的な店舗運営や商品在庫調整を実現

全店ネットワーク整備
果子乃季
36店舗

Shuklevain
６店舗

CHOU CHOU
３店舗クラウド

その他４店舗
売上・在庫
データ

店舗の状況をリモート確認

売上や商品在庫の共有

店長会議をオンライン化

本　　社

営業所（山口オフィス）

全店ネットワークで効率的な店舗運営や
商品在庫調整を実現
あさひ製菓株式会社

■経営課題・解決の方向性

●所在地　山口県　　●従業員数：415人　　●資本金：1000万円
●事業内容：和洋菓子製造販売
https://www.kasinoki.co.jp/

●所在地　山口県　　●従業員数：100人　　●資本金：7500万円
●事業内容：半導体製造装置関連部品製造、航空宇宙関連部品製造、各種精密機械部品製造
http://www.hibikiseiki.com/

（当初の課題）
山口県内約 50 店舗に対して、年間 100 回を超える臨店（社長と本社スタッフが各店舗を回り、現状把握や
改善指導等を行うこと）を実施。また年間 12回、全店の店長が柳井の本社に集まる店長会議を実施していた。
移動時間・交通費が大幅にロスになっていることに加え、交通事故等のリスクもあった。さらに、改善活
動に時間がかかっていたことも課題であった。

（解決の方向性）
コロナの影響で、本社の出勤人数も減少し、店舗も営業時間を短縮せざるを得なかった。全店舗ネットワー
クを活用して、効率化・働き方改革に本格的に取り組むことにした。 ■取組の具体的効果

（効果）
　・社内システムを利用して、各店舗の売上や商品在庫はリアルタイムでどこからでも確認できるため、無駄
のない生産計画や商品の店舗間移動が可能。商品廃棄の削減にも貢献している。

　・社内ＳＮＳを利用し、必要な情報を全店に瞬時に共有したり、誰でも容易に会社に対する意見・要望・提案
などを発信できるようになった。

　・「時差出勤での店舗対応」「チーム内の徹底した情報共有」「社内ネットワークの活用によるチーム内外の引
継ぎ業務の円滑化」など業務の改善と効率化を図ることで、時間外労働時間数は全社で 31，315 時間（2018
年４月～ 2019 年３月）から25，815 時間（2019 年４月～ 2020 年３月）になり、約 18％の削減を実現した。

　・経営会議や店長会議をオンライン化することで交通費、時間削減、移動にかかるリスクも削減した。
　・各店舗に 360 度が見渡せるＷＥＢカメラを設置することで、店舗のディスプレイや入店状況をリモートで　
確認できるようになった。

（ＤＸ定着・継続運用の工夫）
　・どれだけ効果が出ているのかを、各使用者や管理者が把握・実感し、さらなるデジタル技術の活用・店舗
運営や商品管理、コミュニケーション円滑化などを推進していくことで、会社全体の財産として育てていく。

■今後の課題

★取組成功のポイント 

（システム・取組概要）

全店舗に配布したＷＥＢカメラ設置やタブレット等を活用して、会社にもスタッフにも有益なものとしていきたい。

　・使える機能をきちんと活用するようルールを定め、社内研修を行うこと
　・ デジタル技術を活用することで、店舗運営や商品管理、コミュニケーションなどを向上させる実感を　
持つ経験を積み重ねること

■経営課題解決に向けたデジタル技術活用の取組
（取組の体制）
　・時代背景に合わせて編成
　・キーマンはプロジェクトリーダーの取締役社長

（ベンダーの活用状況、役割分担）
地域ベンダーから機器等調達

ＤＸ事例⑭小売業◆企業内複数部門接続型

グループウエアを導入。
全店ネットワークを導入。ＷＥＢによる受発注をスタート。
ＰＯＳレジを導入。受発注システムをリニューアルして各店舗の商品在庫・売上もリアルタイムで
把握可能に。
全店にＷＥＢカメラ設置、タブレット配布。
本社にインタラクティブホワイトボード導入。

（導入技術・データの活用方法）
　・ＷＥＢ受発注・在庫・売上管理データの共有に
　　よる商品在庫調整
　・全店ＷＥＢカメラ、タブレット、インタラクティ
ブホワイトボード導入によるオンライン会議、
オンライン販売支援

（セキュリティ対策）
　・個人情報保護
　・入退室管理

（取組の経過）
2005 年頃
2006 年
2012 年

2020 年
2021 年     
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